
公 告 第 ２ 号 

令和５年 ２月 ２日 

 

公  告 
 

分任契約担当官 

                            陸上自衛隊関西補給処桂支処                

                            会計課長  増 田  有 貴  

  

 
下記のとおり一般競争入札を実施します。陸上自衛隊の入札及び契約心得等をご承知の上、ご参加ください。 

 

１ 競争入札に付する事項、競争入札執行の日時及び場所 

(1) 陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で使用する電気 

件 名 規格 履行場所 履行期間 入札日時 入札場所 

ア 陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で 

使用する電気 仕様書Ａ 

（再生可能エネルギー比率１００％） 

仕様書の

とおり 

陸上自衛隊

桂駐屯地 

令和５年 

４月１日

（土） 

0000 

～ 

令和６年 

３月３１日

（日）2400 

令和５年 

２月２２日 

 （水） 

１０００ 

陸上自衛隊 

桂駐屯地  

本部庁舎１

F 多目的室 

イ 陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で 

使用する電気 仕様書Ｂ 

（再生可能エネルギー比率６０％以上） 

同日 

１０３０ 

ウ 陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で 

使用する電気 仕様書Ｃ 

（再生可能エネルギー比率３０％以上） 

同日 

１１００ 

エ 陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で  

使用する電気 仕様書Ｄ 

（再生可能エネルギー比率０％）（再生可

能エネルギー比率に係る条件なし） 

同日 

１１３０ 

 

(2)  陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で使用する電気 

件 名 規格 履行場所 履行期間 入札日時 入札場所 

ア 陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で 

使用する電気 仕様書Ａ 

（再生可能エネルギー比率１００％） 

仕様書の

とおり 

陸上自衛隊

桂駐屯地 

令和５年 

４月１日

（土） 

0000 

～ 

令和６年 

３月３１日

（日）2400 

令和５年 

２月２２日

（水） 

１０００ 

陸上自衛隊 

桂駐屯地  

本部庁舎１

F 多目的室 

イ 陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で 

使用する電気 仕様書Ｂ 

（再生可能エネルギー比率６０％以上） 

同日 

１０３０ 

ウ 陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で 

使用する電気 仕様書Ｃ 

（再生可能エネルギー比率３０％以上） 

同日 

１１００ 

エ 陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で 

使用する電気 仕様書Ｄ 

（再生可能エネルギー比率０％）（再生可

能エネルギー比率に係る条件なし） 

同日 

１１３０ 

 

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

次の各号のすべての条件を満たす者 

(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契

約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中の特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者。 

(3) 令和４・５・６年度の競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」において、『Ｃ等級』以上に格付けさ

れ、近畿地域の競争参加資格を有する者。 

(4) 電気事業法第２条の２の規定に基づき、小売電気事業者としての登録を受けている者。 



(5) 予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エ

ネルギーの導入、グリーン電力証書の譲渡、需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組み並びに

電源構成及び二酸化炭素排出係数の情報開示に関し、入札適合条件を満たす者。（適合証明書を提出すること。） 

(6) 都道府県警察から暴力団関係者として防衛省が発注する工事等から排除するように要請があり、当該状態

が継続している有資格者については、競争参加を認めない。 

(7) 入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係者として防衛省が発注する工事等から排

除するように要請があり、当該状態が継続している有資格者とは契約を行わない。 

(8) 入札及び契約心得に定める「暴力団排除に関する誓約事項」に基づく誓約を行わない者の競争参加を認めな

い。 

(9) 防衛大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る

指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(10) 前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種の物品の

売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者でないこと。 

(11) 原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由に該当す

るとして省指名停止権者が認めた場合は、この限りでない。 

(12) 入札に参加する者は、１（１）及び１（２）のそれぞれの入札に応じた「特定電源割当計画書」を全て提出

するものとする。この際、１（１）エ及び１（２）エの入札に参加をする場合においても、再生可能エネルギ

ー比率（％）を０と記載した「特定電源割当計画書」を提出するものとする。 

３ 適合証明書及び特定電源割当計画書の提出等 

(1) 入札参加希望者の書類提出 

入札参加希望者は、２（５）及び２（１２）に記載の適合証明書及び特定電源割当計画書（様式別途配布）

を提出すること。 

(2) 提出方法 

持参又は郵送（ＦＡＸ不可） 

(3) 提出期限 

令和５年２月１７日（金）１７時００分 

４ 本入札に適用する仕様書及び入札参加の可否判定 

入札参加希望者から提出された「適合証明書」及び「特定電源割当計画書」をもって、本入札に適用する仕様

書及び入札参加の可否について判定する。その判定結果は、２月２０日（月）１７００までに書面（ＦＡＸ含む）

により入札参加希望者に回答する。 

(1) ２（１）から（１２）までの全ての必要な資格を満たし、かつ、再生可能エネルギー比率１００％にて応札

をできる者がいる場合は「仕様書Ａ（再生可能エネルギー比率１００％）」を採用するものとし、その者の競

争参加を認める。 

(2) 第１号の要件を満たせない場合において、２（１）から（１２）までの全ての必要な資格を満たし、かつ、

再生可能エネルギー比率６０％以上で応札できる者がいる場合は「仕様書Ｂ（再生可能エネルギー比率６０％

以上）」を採用するものとし、その者の競争参加を認める。 

(3) 第２号の要件を満たせない場合において、２（１）から（１２）までの全ての必要な資格を満たし、かつ、

再生可能エネルギー比率３０％以上で応札できる者がいる場合は「仕様書Ｃ（再生可能エネルギー比率３０％

以上）」を採用するものとし、その者の競争参加を認める。 

(4) 第３号の要件を満たせない場合において、２（１）から（１２）までの全ての必要な資格を満たす者がいる

場合、「仕様書Ｄ（再生可能エネルギー比率に係る条件なし）」を採用するものとし、再生可能エネルギー比率

についての条件は付さないこととする。 

５ 契約条項を示す場所等 

(1) 入札関係書類は、陸上自衛隊関西補給処桂支処総務部会計課において令和５年２月２日（木）から入札日ま

で配布する。また、入札参加希望者の要望によりＦＡＸ・電子メール等でも配布する。 

（土曜・日曜・祝日を除く０８：３０～１７：００） 

(2) 入札関係書類の受領時、入札参加希望者は、競争参加資格審査結果通知書の写しを提出すること。 

（ＦＡＸ可） 

６ 入札説明会及び競争入札実施要領等 

(1) 入札説明会 

一同に会しての説明会は実施しない。ただし、入札参加希望者が仕様書内容及び現場等の確認を要望する場

合は、事前の日時調整により個別対応する。 

(2) 入札実施要領 

ア  １（１）ア及び１（２）アの入札で応札をできる者がいる場合 

１（１）ア及び１（２）アの入札を実施する。この場合において、初度の入札で決定しなかった場合、直

ちに再度入札を実施する。そのため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための金額が記入され

た入札書を準備のこと。 

 



イ  １（１）ア及び１（２）アの入札で落札者がいなかった場合（再度入札を含む）、あるいは１（１）ア及

び１（２）アの入札で応札をできる者がなかった場合 

１（１）イ及び１（２）イの入札を実施する。この場合において初度の入札で決定しなかった場合、直ち

に再度入札を実施する。そのため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための金額が記入された

入札書を準備のこと。 

ウ  １（１）イ及び１（２）イの入札で落札者がいなかった場合（再度入札を含む）、あるいは１（１）イ及

び１（２）イの入札で応札をできる者がなかった場合 

１（１）ウ及び１（２）ウの入札を実施する。この場合において初度の入札で決定しなかった場合、直ち

に再度入札を実施する。そのため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための金額が記入された

入札書を準備のこと。 

エ  １（１）ウ及び１（２）ウの入札で落札者がいなかった場合（再度入札を含む）、あるいは１（１）ウ及

び１（２）ウの入札で応札をできる者がなかった場合 

１（１）エ及び１（２）エの入札を実施する。この場合において初度の入札で決定しなかった場合、直ち

に再度入札を実施する。そのため再度入札への入札を希望する場合は、再度入札のための金額が記入された

入札書を準備のこと。 

オ  入札において、１（１）ア及び１（２）アの入札案件が落札に至った場合、１（１）イ～エ及び１（２）

イ～エの入札は全て実施しない。 

カ 入札において、１（１）イ及び（２）イの入札案件が落札に至った場合、１（１）ウ～エ及び１（２）ウ

～エの入札は全て実施しない。 

キ 入札において、１（１）ウ及び（２）ウの入札案件が落札に至った場合、１（１）エ及び１（２）エの入

札は実施しない。 

 

７ 保証金等に関する事項 

(1) 入札保証金 

免除。ただし、落札者が「入札及び契約心得」に従って契約の締結手続きをしない場合は、落札者が契約締

結に応じないものと見なし、落札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収する。 

(2) 契約保証金 

免除。ただし、契約者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０以上の金額を違約金として徴

収する。 

 

８ 入札方法及び落札の決定 

(1) 落札決定方式 

１（１）及び１（２）を合計した予定総価 

（ただし、契約締結は、基本料金単価及び電力量料金単価による単価契約とする。） 

(2) 入札金額は、契約電力に対する単価（基本料金単価）及び使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を算

定基礎とし、仕様書に記載する月毎の予定契約電力及び予定使用電力量に基づき算定した金額の年間総額とす

ること。 

(3) 入札金額の算定において、力率割引又は割増、発電費用等に係る燃料価格変動の調整額及び電気事業者によ

る再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は、考慮しないこと。 

(4) 予定価格の範囲内で最低価格をもって入札した者を落札者とする。落札となるべき同額の入札者が２人以

上ある場合は、くじ引きにより落札者を決定する。 

(5) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に消費税法で規定する消費税率に基づく消費税に相当す

る金額を加算した金額をもって落札金額とするので、入札者は消費税・地方消費税の課税事業者・免税事業者

であることに拘わらず、入札書には見積もった金額から消費税法で規定する消費税率に基づく消費税に相当す

る金額を差し引いた金額を記載すること。（１円未満の端数がある時は、その端数を切り捨てるものとする。） 

※入札書の作成においては、「１１ その他(7)」で示す要領に確実に従うこと。 

 

９ 入札の無効 

(1) 第２項で示した競争に参加する者に必要な資格の無い者のした入札 

(2) 入札金額、入札者の氏名及び押印された印影が判別し難い入札 

(3) その他入札に関する条件に違反した入札 

 

10 契約書の作成 

落札決定後、速やかに単価契約書を作成する。単価契約書の作成要領は、落札者に個別説明する。 

大まかな方針は以下の通り 

・本入札は令和５年度本予算（暫定予算を含む。）成立を前提とする。 

・契約締結日は令和５年４月１日を基準とする。 

 



11 その他 

(1) 郵便入札は、令和５年２月２１日（火）１７時００分必着分までを有効とする。入札書を郵送する旨を事前

連絡するとともに、便着を必ず確認すること。なお、落札となるべき同額の入札の場合は、本入札に関係の無

い職員によりくじ引きを実施する。郵便入札においても、一の案件において再度入札となった場合、その再度

入札への入札を希望する場合は、再度入札のための金額が記入された入札書も同時に送付すること（細部は１

１(7）による）。 

(2) 電報・電話・ＦＡＸ・メール等による入札は認めない。 

(3) 代表者以外での入札については、入札開始までに委任状を提出すること。（ＦＡＸ不可） 

(4) 陸上自衛隊の入札及び契約心得等は、陸上自衛隊関西補給処桂支処総務部会計課で閲覧できる。また、陸上

自衛隊中部方面隊ホームページでも閲覧できる。 

(5) 市場価格調査を依頼する場合は、ご協力をお願いする。 

(6) ６（２）入札実施要領中、ア項の初度入札で落札した場合の再度入札書あるいはオ～キ項に該当した入札書

に関しては、開封することなく返送する。入札書の返送を受けた業者は、別添の受領書に異状なく受領した旨

を記載し返送することとする。 

(7) 入札書に関しては、１（１）ア～エ及び１（２）ア～エまでの各入札案件ごと、それぞれの案件名（または

仕様書名）、入札日時及び場所を記載した個別の封書に、各案件の入札書を個別に封入することとする。また、

１（１）ア～エ及び１（２）ア～エまでの再度入札への入札を希望する場合は、案件名（または仕様書名）、

入札日時及び場所に加え案件名の最後に（再度入札分）と記載した個別の封書に、各案件の再度入札書を個別

に封入することとする。郵便入札による場合は、これら個別の封筒を一括封緘する外封筒を作成し、下記担当

者宛に送付することとする。 

(8) 問い合わせ先 

〒６１５－８１０３ 京都市西京区川島六ノ坪 陸上自衛隊桂駐屯地 

ＴＥＬ：０７５－３８１－２１２５  ＦＡＸ：０７５－３８１－８８８１（直通） 

ア  入札及び契約手続き等に関する事項 

桂支処総務部会計課 担当：新谷（しんたに）（内線３４１） 

イ  仕様書内容及び現場等に関する事項 

桂支処総務部管理課 担当：加藤（内線３６８） 

 

本公告は、陸上自衛隊桂駐屯地 桂支処会計課 掲示板 

陸上自衛隊桂駐屯地ホームページに掲示している。 



1 

 

 
仕 様 書 A 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（事務所） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（事務所） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         １，７４５ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   有 

  ａ （設備容量 ５０．５６５ＫＶＡ） 

  ｂ 蓄熱計量設備 無 

   
 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ５５０ＫＷ 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

 
イ 予定電力使用量      ２，１７９，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

ア 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギ

ー電気を供給することとし、その電気は再生可能エネルギー比率１００％とす

ること。」 

（参照：付紙第１「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要、付紙第２ 

Going100% - RE100 （http://there100.org/going-100）） 

なお、供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認

できる資料を書面で提出すること。 

（参照：付紙第３及び第４ 提出様式例） 

 

(4) 契約期間 

自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 

http://there100.org/going-100
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(5) 電力量の検針 

自動検針装置           有 
電力会社の検針方法        自動検針 

電力量計の構成       

エネゲート   電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＴＰ３Ｅ８－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 

計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 
１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 

 

(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 
(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   

 

(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー７５ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを保

持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  非常用自家発電設備５００ＫＶＡ１台を有している。 

   常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力3.33KW パワーコンディショナ容量10KW  １台 

   電圧0.2KV 電池出力0.265KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     いずれも系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引または割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及

び、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく

賦課金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点    

以下第一位で四捨五入する。 

イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 

エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 
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オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 

    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 

の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 

   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 

  

４ 特記事項 

本件による入札が不調になった場合、再生可能エネルギー比率６０％以上での仕様書

（仕様書Ｂ）を使用する。 
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仕 様 書 B 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（事務所） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（事務所） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         １，７４５ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   有 

  ａ （設備容量 ５０．５６５ＫＶＡ） 

  ｂ 蓄熱計量設備 無 

   
 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ５５０ＫＷ 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

 
イ 予定電力使用量      ２，１７９，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

ア 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギ

ー電気を供給することとし、その電気は再生可能エネルギー比率６０％とする

こと。」 

（参照：付紙第１「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要、付紙第２ 

Going100% - RE100 （http://there100.org/going-100）） 

なお、供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認

できる資料を書面で提出すること。 

（参照：付紙第３及び第４ 提出様式例） 

 

(4) 契約期間 

自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 

http://there100.org/going-100
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(5) 電力量の検針 

自動検針装置           有 
電力会社の検針方法        自動検針 

電力量計の構成       

エネゲート   電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＴＰ３Ｅ８－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 

計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 
１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 

 

(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 
(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   

 

(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー７５ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを保

持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  非常用自家発電設備５００ＫＶＡ１台を有している。 

   常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力3.33KW パワーコンディショナ容量10KW  １台 

   電圧0.2KV 電池出力0.265KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     いずれも系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引または割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及

び、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく

賦課金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点    

以下第一位で四捨五入する。 

イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 

エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 



3 

 

オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 

    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 

の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 

   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 

  

４ 特記事項 

本件による入札が不調になった場合、再生可能エネルギー比率３０％以上での仕様書

（仕様書Ｃ）を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



1 

 

 
仕 様 書 C 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（事務所） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（事務所） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         １，７４５ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   有 

  ａ （設備容量 ５０．５６５ＫＶＡ） 

  ｂ 蓄熱計量設備 無 

   
 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ５５０ＫＷ 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

 
イ 予定電力使用量      ２，１７９，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

ア 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギ

ー電気を供給することとし、その電気は再生可能エネルギー比率３０％とする

こと。」 

（参照：付紙第１「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要、付紙第２ 

Going100% - RE100 （http://there100.org/going-100）） 

なお、供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認

できる資料を書面で提出すること。 

（参照：付紙第３及び第４ 提出様式例） 

 

(4) 契約期間 

自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 

http://there100.org/going-100
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(5) 電力量の検針 

自動検針装置           有 
電力会社の検針方法        自動検針 

電力量計の構成       

エネゲート   電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＴＰ３Ｅ８－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 

計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 
１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 

 

(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 
(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   

 

(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー７５ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを保

持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  非常用自家発電設備５００ＫＶＡ１台を有している。 

   常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力3.33KW パワーコンディショナ容量10KW  １台 

   電圧0.2KV 電池出力0.265KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     いずれも系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引または割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及

び、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく

賦課金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点    

以下第一位で四捨五入する。 

イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 

エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 
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オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 

    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 

の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 

   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 

  

４ 特記事項 

本件による入札が不調になった場合、再生可能エネルギー比率に係る条件は付さない

仕様書（仕様書Ｄ）を使用する。 
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仕 様 書 D 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（事務所）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（事務所） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（事務所） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         １，７４５ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   有 

  ａ （設備容量 ５０．５６５ＫＶＡ） 

  ｂ 蓄熱計量設備 無 

   
 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ５５０ＫＷ 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

 
イ 予定電力使用量      ２，１７９，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

 供給する電気の再生可能エネルギー比率に係る条件は、設定しない。  

(4) 契約期間 
自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 

 

(5) 電力量の検針 

自動検針装置           有 

電力会社の検針方法        自動検針 

電力量計の構成       

エネゲート   電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＴＰ３Ｅ８－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 
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計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 

１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 
 

(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 

(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   
 

(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー７５ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを保

持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  非常用自家発電設備５００ＫＶＡ１台を有している。 

   常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力3.33KW パワーコンディショナ容量10KW  １台 

   電圧0.2KV 電池出力0.265KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     いずれも系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引または割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及

び、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく

賦課金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点    

以下第一位で四捨五入する。 
イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 

エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 

オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 

    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 
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の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 

   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 
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別紙1

使用電力量

（KWH）

昼間使用電力量

（KWH）

夜間使用電力量

（KWH）

重負荷電力量

（KWH）
予定力率

最大電力

（KW）
備考

4 128,000 73,000 55,000 100% 330

5 126,000 68,000 58,000 100% 380

6 189,000 121,000 68,000 100% 510

7 241,000 64,000 102,000 75,000 100% 550

8 242,000 64,000 100,000 78,000 100% 550

9 215,000 57,000 91,000 67,000 100% 520

10 141,000 82,000 59,000 100% 430

11 128,000 72,000 56,000 100% 330

12 188,000 105,000 83,000 100% 400

1 210,000 111,000 99,000 100% 470

2 190,000 104,000 86,000 100% 450

3 181,000 106,000 75,000 100% 420

合計 2,179,000 1,027,000 932,000 220,000 100%

（備考）

※時間帯区分は、次のとおりとする。

※重負荷時間電力量 夏季（7月1日～9月30日までの期間）の毎日10時から17時までの時間で使用する電力量。

ただし、以下の「休日等」に定める日の該当する時間での使用する電力量を除く。

※昼間時間電力量 毎日8時から22時までの時間で使用する電力量。

ただし、重負荷時間および、以下の「休日等」に定める日の時間の使用電力量を除く。

※夜間時間電力量 重負荷時間、昼間時間以外の時間で使用する電力量。

※休　日　等 休日等とは、次の日とする。

（１）　日曜日

（２）　「国民の祝日に関する法律」に規定する休日

（３）　1月2日、1月3日、4月30日、5月1日、5月2日、12月30日及び12月31日

月別予定事務所使用電力量

月

項
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別紙2

使用電力量

（KWH）

平日使用電力量

（KWH）

休日使用電力量

（KWH）
予定力率

最大電力

（KW）
備考

4 128,000 93,000 35,000 100% 330

5 126,000 76,000 50,000 100% 380

6 189,000 150,000 39,000 100% 510

7 241,000 176,000 65,000 100% 550

8 242,000 170,000 72,000 100% 550

9 215,000 157,000 58,000 100% 520

10 141,000 108,000 33,000 100% 430

11 128,000 96,000 32,000 100% 330

12 188,000 141,000 47,000 100% 400

1 210,000 147,000 63,000 100% 470

2 190,000 135,000 55,000 100% 450

3 181,000 126,700 54,300 100% 420

合計 2,179,000 1,575,700 603,300 100%

（備考）

※休日使用電力量 休日扱いの日とは、次の日とする。

（１）　土曜日および日曜日

（２）　「国民の祝日に関する法律」に規定する休日

（３）　1月2日、1月3日、4月30日、5月1日、5月2日、12月30日、12月31日

※平日使用電力量 休日以外の日をいう。

月別予定事務所使用電力量

項

月



単位 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

令和２年度 （KWH） 124,076 112,144 156,184 191,646 218,519 187,257 126,122 125,812 173,247 183,203 163,900 168,200

令和３年度 （KWH） 120,268 117,877 165,793 228,520 228,896 201,869 150,157 145,571 182,494 201,120 185,164 115,796

令和４年度 （KWH） 123,813 122,393 183,503 234,425 235,306 208,250 137,378 124,050

単位 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

令和２年度 （KWH） 264 245 415 465 520 489 269 323 412 444 410 381

令和３年度 （KWH） 306 264 444 521 545 510 442 360 382 448 426 402

令和４年度 （KWH） 320 361 486 516 521 493 407 307

陸上自衛隊桂駐屯地（事務所用）月別電力使用状況

電力使用量

当月最大電力
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令和３年度

令和４年度

6資
料
１



令和４年度　夏季月別最大電力発生日　時間帯別最大電力（KW）

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00

7月28日 226 198 174 170 237 280 401 442 440 481 503 515 486 466 496 483 510 508 395 371 353 334 302 236

8月8日 218 190 165 165 227 295 419 436 427 476 505 518 492 482 512 497 493 475 362 328 323 320 305 237

9月6日 212 208 140 165 241 257 373 432 416 473 483 494 474 471 458 432 455 475 397 353 353 309 294 209
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K
W

時刻

令和４年度 桂駐屯地（事務所用）夏季月別最大電力発生日 時間帯別電力負荷曲線
7月28日

8月8日

9月6日

7資
料
２



 

「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要 

 

「RE100 TECHNICAL CRITERIA（※）」において、再生可能エネルギー源と認められている

のは、以下のものである。 

１．バイオマス（バイオガスを含む） 

２．地熱 

３．太陽光 

４．水力 

５．風力 

また、RE100 における再生可能エネルギー電気の調達方法は、下表のとおり定められて

いる。記載のとおり、電気事業者から購入するほか、自家発電や電力証書の購入等も調達

方法として認められている。なお、調達する再生可能エネルギー電気（電力証書を含

む。）に付随する環境価値については、重複利用がなく、調達者単独の利用であると主張

できることが必要となる。そのため、調達者は、電源情報とともに調達者へ環境価値を移

転したこと及び第三者へ移転しないことの証明を電気事業者から得る必要がある。 

 

表 RE100における再生可能エネルギー電気の調達方法 

自家発電（Self-generated electricity） 

１．企業が保有する発電設備による発電 

購入電力（Purchased electricity） 

２．企業の敷地内に供給者が設置した設備から購入 

３．企業の敷地外に設置した発電設備から専用線を経由して直接購入 

４．企業の敷地外にある系統に接続した発電設備から直接購入 

５．供給者（電気事業者）との契約（グリーン電力メニュー） 

６．環境価値を切り離した電力証書の購入 

７．その他の方法 

注：「その他の方法」では RE100 Technical Advisory Group が評価の上、RE100の運

営委員会が適正を判断する 

資料：RE100 TECHNICAL CRITERIA を基に作成 

 

※http://media.virbcdn.com/files/73/4c55f6034585b02f-RE100TechnicalCriteria.pdf 

  

付紙第１ 
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特定電源割当証明書様式例 

 

 

 

 

 

 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　お客様情報

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（各月の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約電力

○○○○

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　証　明　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第三者へも移転されていないこ
とをここに証する。

○○年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。

お客様番号

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

付紙第３ 



 

特定電源割当計画書様式例 

 

 

 

付紙第４ 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　需要施設名等

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（再エネ由来電力量の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約予定電力

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　計　画　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値については、●●●●に移転する計画である。

○○年度に以下の通り●●●●に電力を供給することを計画する。

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

※計画作成時点において、供給元発電所等について未定である場合は、可能な範囲で細部について記載すること
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仕 様 書 A 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（工場） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（整備工場） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         ２，７９０ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   無 

 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ４６０ＫＷ 

（その１月の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうち、いずれか大き 

い値とする。） 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

イ 予定電力使用量      ９６５，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

ア 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギ

ー電気を供給することとし、その電気は再生可能エネルギー比率１００％とす

ること。」 

（参照：付紙第１「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要、付紙第２ 

Going100% - RE100 （http://there100.org/going-100）） 

なお、供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認

できる資料を書面で提出すること。 

（参照：付紙第３及び第４ 提出様式例） 

 

 (4) 契約期間 

自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 

 

(5) 電力量の検針 

http://there100.org/going-100
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自動検針装置           有  

 

電力会社の検針方法        自動検針 
電力量計の構成       

大崎電気工業  電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＡＰ３ＥＰ－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 

計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 

１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 

 

(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 

(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   

 

(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー１００ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを

保持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力0.22KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引又は割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び、

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課

金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点  

以下第一位で四捨五入する。 

イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 

エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 

オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 
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    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 

の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 

   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 

 ４ 特記事項 

   本件による入札が不調となった場合、再生可能エネルギー比率６０％以上での仕様

書（仕様書Ｂ）を使用する。 
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仕 様 書 B 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（工場） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（整備工場） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         ２，７９０ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   無 

 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ４６０ＫＷ 

（その１月の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうち、いずれか大き 

い値とする。） 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

イ 予定電力使用量      ９６５，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

ア 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギ

ー電気を供給することとし、その電気は再生可能エネルギー比率６０％とする

こと。」 

（参照：付紙第１「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要、付紙第２ 

Going100% - RE100 （http://there100.org/going-100）） 

なお、供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認

できる資料を書面で提出すること。 

（参照：付紙第３及び第４ 提出様式例） 

 

 (4) 契約期間 

自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 

 

(5) 電力量の検針 

http://there100.org/going-100
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自動検針装置           有  

 

電力会社の検針方法        自動検針 
電力量計の構成       

大崎電気工業  電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＡＰ３ＥＰ－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 

計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 

１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 

 

(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 

(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   

 

(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー１００ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを

保持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力0.22KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引又は割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び、

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課

金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点  

以下第一位で四捨五入する。 

イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 

エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 

オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 
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    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 

の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 

   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 

 ４ 特記事項 

   本件による入札が不調となった場合、再生可能エネルギー比率３０％以上での仕様

書（仕様書Ｃ）を使用する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



1 

 

 
仕 様 書 C 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（工場） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（整備工場） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         ２，７９０ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   無 

 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ４６０ＫＷ 

（その１月の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうち、いずれか大き 

い値とする。） 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

イ 予定電力使用量      ９６５，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

ア 「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の要件を満たす再生可能エネルギ

ー電気を供給することとし、その電気は再生可能エネルギー比率３０％とする

こと。」 

（参照：付紙第１「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要、付紙第２ 

Going100% - RE100 （http://there100.org/going-100）） 

なお、供給する電力量に占める再生可能エネルギー電気の比率について確認

できる資料を書面で提出すること。 

（参照：付紙第３及び第４ 提出様式例） 

 

 (4) 契約期間 

自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 

 

(5) 電力量の検針 

http://there100.org/going-100
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自動検針装置           有  

 

電力会社の検針方法        自動検針 
電力量計の構成       

大崎電気工業  電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＡＰ３ＥＰ－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 

計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 

１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 

 

(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 

(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   

 

(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー１００ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを

保持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力0.22KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引又は割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び、

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課

金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点  

以下第一位で四捨五入する。 

イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 

エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 

オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 
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    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 

の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 

   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 

 ４ 特記事項 

   本件による入札が不調となった場合、再生可能エネルギー比率に係る条件は付さな

い仕様書（仕様書Ｄ）を使用する。 
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仕 様 書 D 

 

 

１  概 要 
(1) 件  名     陸上自衛隊桂駐屯地（工場）で使用する電気 

(2) 需給場所      陸上自衛隊桂駐屯地（工場） 

京都府京都市西京区川島六ノ坪 

(3) 業種及び用途   官公庁（整備工場） 

 

２  仕 様 
(1) 供給電気方式、供給電圧（標準電圧）、計量電圧（標準電圧）、標準周波数、

受電方式、契約受電設備 

ア  供給電気方式          交流３相３線式 

イ  標準電圧              ６，０００Ｖ 

ウ 計量電圧              ６，０００Ｖ 

エ  標準周波数          ６０Ｈｚ 
オ 受電方式              １回線受電 

カ 契約受電設備         ２，７９０ＫＶＡ 

キ 蓄熱負荷設備の有無   無 

 

(2) 契約電力および予定電力使用量 

ア 契約電力                ４６０ＫＷ 

（その１月の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうち、いずれか大き 

い値とする。） 

（過去３年間の月別最大電力負荷曲線は資料１のとおり、前年度の夏季最大電

力発生日における時間帯別電力負荷曲線は資料２のとおりとする。） 

イ 予定電力使用量      ９６５，０００ＫＷＨ 

（月別の予定電力使用量は、別紙１・２のとおり） 

 

(3) 供給電気の種類等 

   供給する電気の再生可能エネルギー比率に係る条件は、設定しない。 

(4) 契約期間 

自 令和 ５年  ４月  １日   ０時 

至 令和 ６年  ３月３１日 ２４時 
 

(5) 電力量の検針 

自動検針装置           有  

 

電力会社の検針方法        自動検針 

電力量計の構成       

大崎電気工業  電力需給用複合計器（時間帯別・精密級） 

形式      ＡＰ３ＥＰ－Ｒ 

交流三相３線式 １１０ボルト５アンペア６０ヘルツ 

計器定数    １，０００パルス／キロワット秒 
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１，０００パルス／キロバール秒 

        パルス定数   ５０，０００パルス／キロワット時 

 
(6)  需給地点 

構内引込第１号柱上に設置した気中開閉器の電源側接点 

 

(7)  電気工作物の財産分界点 

上記需給地点に同じ                                                   

 
(8)  保安上の責任分界点 

電気工作物の財産分界点に同じ 

 

３  その他 

(1)  力率は電力コンデンサー１００ＫＶＡを設置し、使用期間中１００パーセントを

保持する予定。 

(2)  フリッカ発生機器等電気の質に影響を与えるような負荷設備は、特に有していな

い。  

(3)  常用発電設備として 

  太陽光発電設備 

  （電圧0.2KV 電池出力0.22KW パワーコンディショナ容量4KW  １台 

     系統連系 有）を有している。 

(4)  力率の変動、その他の要因による電気料金の調整および仕様書に定めのないその

他の供給条件については、当該地域を管轄する一般電気事業者が定める特定規模需

要の標準（託送）供給条件による。なお、入札価格の算定にあたっては、力率は１

００パーセントとし、力率割引又は割増、燃料費調整、太陽光発電促進付加金及び、

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課

金は考慮しないこと。 

(5)  料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりとする。 

ア 契約電力及び最大需要電力の単位は１キロワットとし、その端数は小数点  

以下第一位で四捨五入する。 

イ 使用電力の単位は１キロワット時とし、その端数は小数点以下第一位で四捨五 

入する。 

ウ 力率の単位は１パーセントとし、その端数は小数点以下第一位で四捨五入する。 
エ 料金その他の計算における合計金額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を

切り捨てる。 

オ 消費税額及び地方消費税額の単位は１円とし、その端数は小数点以下を切り捨て

る。 

(6)  検針日および計量 

    検針日は毎月１日とし、１日に検針を行うことが出来ない場合は翌日以降に行う

ものとする。検針は計量器により記録された値によるものとする。（検針は計量日

における計量器の読みによるものとする。 

(7)  燃料費調整 

   供給者の発電費用等の変動により、契約金額の変更が必要となった場合は燃料費 

の調整を行う事が出来るものとする。なお燃料費の調整を行う場合は、供給者が定め 

る約款の規定によるものとする。 

(8)  精算金 
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   契約受電設備を新たに設置し、または契約受電設備の総容量を増加した日以降１ 

  年に満たないで電気の使用を廃止しようとし、または契約電力を減少しようとす 

る場合、供給者は精算金を請求できるものとする。なお、精算金の算定を行う場合 

は、供給者が定める約款の規定によるものとする。 
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別紙1

使用電力量

（KWH）

昼間使用電力量

（KWH）

夜間使用電力量

（KWH）

重負荷電力量

（KWH）
予定力率

最大電力

（KW）
備考

4 61,000 45,000 16,000 100% 260

5 54,000 38,000 16,000 100% 280

6 82,000 64,000 18,000 100% 460

7 102,000 27,000 23,000 52,000 100% 450

8 87,000 23,000 20,000 44,000 100% 440

9 87,000 23,000 19,000 45,000 100% 410

10 63,000 46,000 17,000 100% 320

11 65,000 48,000 17,000 100% 270

12 87,000 61,000 26,000 100% 350

1 95,000 66,000 29,000 100% 410

2 95,000 65,000 30,000 100% 370

3 87,000 64,000 23,000 100% 340

合計 965,000 570,000 254,000 141,000 100%

（備考）

※時間帯区分は、次のとおりとする。

※重負荷時間電力量 夏季（7月1日～9月30日までの期間）の毎日10時から17時までの時間で使用する電力量。

ただし、以下の「休日等」に定める日の該当する時間での使用する電力量を除く。

※昼間時間電力量 毎日8時から22時までの時間で使用する電力量。

ただし、重負荷時間および、以下の「休日等」に定める日の時間の使用電力量を除く。

※夜間時間電力量 重負荷時間、昼間時間以外の時間で使用する電力量。

※休　日　等 休日等とは、次の日とする。

（１）　日曜日

（２）　「国民の祝日に関する法律」に規定する休日

（３）　1月2日、1月3日、4月30日、5月1日、5月2日、12月30日及び12月31日

月別予定工場使用電力量

月

項
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別紙2

使用電力量

（KWH）

平日使用電力量

（KWH）

休日使用電力量

（KWH）
予定力率

最大電力

（KW）
備考

4 61,000 53,000 8,000 100% 260

5 54,000 41,000 13,000 100% 280

6 82,000 74,000 8,000 100% 460

7 102,000 93,000 9,000 100% 450

8 87,000 76,000 11,000 100% 440

9 87,000 77,000 10,000 100% 410

10 63,000 57,000 6,000 100% 320

11 65,000 56,000 9,000 100% 270

12 87,000 76,000 11,000 100% 350

1 95,000 82,000 13,000 100% 410

2 95,000 84,000 11,000 100% 370

3 87,000 77,000 10,000 100% 340

合計 965,000 846,000 119,000 100%

（備考）

※休日使用電力量 休日扱いの日とは、次の日とする。

（１）　土曜日および日曜日

（２）　「国民の祝日に関する法律」に規定する休日

（３）　1月2日、1月3日、4月30日、5月1日、5月2日、12月30日、12月31日

※平日使用電力量 休日以外の日をいう。

月別予定工場使用電力量

項

月



単位 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

令和２年度 （KWH） 62,065 51,352 79,442 84,076 91,259 85,005 65,941 63,258 77,135 83,734 76,137 78,689

令和３年度 （KWH） 57,570 50,410 73,779 95,369 90,533 85,102 70,946 69,669 84,665 92,108 92,256 84,245

令和４年度 （KWH） 58,873 51,895 79,582 98,637 83,058 83,683 60,781 62,404

単位 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

令和２年度 （KWH） 267 222 353 412 449 394 251 295 335 418 398 310

令和３年度 （KWH） 244 242 373 450 450 430 349 338 337 394 356 322

令和４年度 （KWH） 240 266 435 429 423 394 304 258

陸上自衛隊桂駐屯地（工場用）月別電力使用状況

電力使用量

当月最大電力

40,000

60,000

80,000

100,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

K
W
H

月

月別使用電力量

令和２年度

令和３年度

令和４年度

200
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300
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450
500

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

K
W

月

月別最大電力負荷曲線

令和２年度

令和３年度

令和４年度

6資
料
１



令和４年度　夏季月別最大電力発生日　時間帯別最大電力（KW）

1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00

7月26日 49 48 46 44 44 40 156 285 340 377 381 395 355 429 403 391 320 173 149 145 103 76 49 38

8月1日 49 46 44 43 44 49 209 296 342 391 397 386 359 407 408 399 353 196 152 147 119 51 40 41

9月6日 42 39 37 36 35 35 173 276 302 378 372 366 335 394 361 331 284 174 166 137 76 69 42 35

0
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時刻

令和４年度 桂駐屯地（工場用）夏季月別最大電力発生日 時間帯別電力負荷曲線
7月26日

8月1日

9月6日

7資
料
２



 

「RE100 TECHNICAL CRITERIA」の概要 

 

「RE100 TECHNICAL CRITERIA（※）」において、再生可能エネルギー源と認められている

のは、以下のものである。 

１．バイオマス（バイオガスを含む） 

２．地熱 

３．太陽光 

４．水力 

５．風力 

また、RE100 における再生可能エネルギー電気の調達方法は、下表のとおり定められて

いる。記載のとおり、電気事業者から購入するほか、自家発電や電力証書の購入等も調達

方法として認められている。なお、調達する再生可能エネルギー電気（電力証書を含

む。）に付随する環境価値については、重複利用がなく、調達者単独の利用であると主張

できることが必要となる。そのため、調達者は、電源情報とともに調達者へ環境価値を移

転したこと及び第三者へ移転しないことの証明を電気事業者から得る必要がある。 

 

表 RE100における再生可能エネルギー電気の調達方法 

自家発電（Self-generated electricity） 

１．企業が保有する発電設備による発電 

購入電力（Purchased electricity） 

２．企業の敷地内に供給者が設置した設備から購入 

３．企業の敷地外に設置した発電設備から専用線を経由して直接購入 

４．企業の敷地外にある系統に接続した発電設備から直接購入 

５．供給者（電気事業者）との契約（グリーン電力メニュー） 

６．環境価値を切り離した電力証書の購入 

７．その他の方法 

注：「その他の方法」では RE100 Technical Advisory Group が評価の上、RE100の運

営委員会が適正を判断する 

資料：RE100 TECHNICAL CRITERIA を基に作成 

 

※http://media.virbcdn.com/files/73/4c55f6034585b02f-RE100TechnicalCriteria.pdf 
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特定電源割当証明書様式例 

 

 

 

 

 

 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　お客様情報

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（各月の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約電力

○○○○

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　証　明　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値について、●●●●に移転したことと、いかなる第三者へも移転されていないこ
とをここに証する。

○○年○半期に以下の通り●●●●に電力を供給したことをここに証する。

お客様番号

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳（○月）

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量 発電期間 認証番号

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○ ○年○月○日～○年○月○日 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

付紙第３ 



 

特定電源割当計画書様式例 

 

 

 

付紙第４ 

○○年○月○日

●●●●

○○　○○　様

○○県○○市○○

株式会社○○○○

代表取締役　○○　○○　　印

１　需要施設名等

２　供給期間

○○年○月○日～○月○日

３　再生可能エネルギー由来電力量の情報（再エネ由来電力量の内訳は別紙のとおり）

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 累積

再エネ由来電力量
（ｋＷｈ）【Ａ】

供給電力量
（ｋＷｈ）【Ｂ】

再エネ比率
（％）【Ａ／Ｂ】

需要施設住所

契約予定電力

○○○○

○○県○○市○○

○○○○ｋＷ

特　定　電　源　割　当　計　画　書

また、供給電源情報に記載の割当電力量に係る環境価値については、●●●●に移転する計画である。

○○年度に以下の通り●●●●に電力を供給することを計画する。

需要施設名

【別紙】再生可能エネルギー由来電力量の内訳

１　再エネ電気

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 割当電力量（ｋＷｈ）

○○発電所 ○○県○○市○○ 水力 ○○

合計（ｋＷｈ）

２　証書による環境価値移転量（環境価値を持つ証書を用いた電力メニューを提供する場合のみ記載）

供給元発電所名 住所 再生可能エネルギー源種類 環境価値移転量

○○発電所 ○○県○○市○○ 太陽光 ○○

合計（ｋＷｈ）

総計（ｋＷｈ）

※計画作成時点において、供給元発電所等について未定である場合は、可能な範囲で細部について記載すること


